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私たちは，職場に関係する多くのレベルと分野で，計

画的かつ継続的に行動する必要があります。また，進

歩の状況を評価し，新たな形の差別を監視することも

必要です。そして力強く不屈の支持者であり続けなけ

ればなりません。

　簡単に言えば，差別が職場に入る余地はありません。

経済的，社会的，そして政治的，いかなる意味におい

ても，私たちは差別を許すことはできません。今，きっ

ぱりと差別に終止符を打つ時が来たのです。

――――――――――――――――――――
資料②　バックグラウンド情報―「契約労働」の論議

から「雇用関係」の範囲へ

 （ILO駐日事務所作成）

――――――――――――――――――――
　1997～98年　国際労働会議で労働基準設定に関する

議題として「契約労働」が議論されたが，98年同会議

では，保護が要請される労働者の状況を確認し始めた

ことを留意し，契約労働委員会が開始した作業を完了

させるという観点から，ILO理事会に，専門家会合開催

とともに他の方策を取ることを指示するよう，事務局

長に要請した。この98年会議の要請と，理事会からの

指示に従い，下記のフェーズが完了。

　①  国別調査研究の実施及び調査研究結果を検討する

ための非公式会合の開催。

　② これら調査研究及び会合への文書の準備。

　③  2000年5月15～19日「保護を必要とする労働者の

状況に関する専門家会合」をジュネーブで開催し，

本会合報告書を2000年11月第279回理事会に提出。

　1998年以来実施してきた調査研究により，契約労働

委員会で検討した諸問題は，独立した労働者に関係し

ており，偽装された雇用関係あるいは非常に複雑な雇

用関係の結果として，法令に認められなかったり，不

適切に規定されていることが明らかになった。このた

めに，労働法令が個々人に適用される範囲を検討し，

必要な場合には調整するための国内政策の取組みが提

案された。

　専門家の提言は，以下の通りである。

　「専門家会合は，現在の雇用の現実に沿って国内法

上の雇用関係の規制の範囲を，適切な周期で，見直し，

適当な場合には明確化し採択する観点からの，国内政

策を採用し，継続すべきであると合意した。」

　この調査研究は，実効ある労働法制の履行を達成す

るための方策を採る必要があるとの観点から，労働法

制の不適用がないことに関連した深刻な問題も明らか

にした。

――――――――――――――――――――
資料③　雇用関係に関する決議（ILO駐日事務所訳）

――――――――――――――――――――
　2003年の第91回ILO総会は，

　第5議題報告書「雇用関係の範囲」に基づいて行われ

た一般討議の結果，

1．以下の結論を採択する。

2 ．理事会に対し，雇用関係における将来の活動を立案

する際に，これらの結論を十分考慮に入れるよう促し，

また事務局長に対して2004－2005年の事業計画および

予算の実施，ならびに2004－2005年に利用可能な財源

の割り当てにおいて，これらの決議を考慮するよう要

請する。

雇用関係に関する結論

1 ．労働者保護は，ILOが権能を付与されている事項の

中心に位置付けられる。ディーセントワーク・アジェ

ンダの枠組みでは，すべての労働者は，雇用上の地位

にかかわりなく，適切かつ尊厳ある条件で働くことが

必要だとされている。雇用関係の範囲内の労働者には，

固有の，あるいは関係する権利が，法規制や団体交渉

によって決められている。「被用者」とは，通常雇用関

係と呼ばれる法的関係に属する人に関して使われる法

律用語である。「労働者」とは，被用者であるなしに

かかわりなく，すべての働く人々に適用される広義の

用語である。「使用者」は，被用者が雇用関係の中で労

働・サービスを提供する自然人ないし法人である。雇

用関係とは「被用者」と呼ばれる人と，一定条件のも

とで報酬を得て労働やサービスを「使用者」と呼ばれ




